
 

災害時における避難所環境の改善に向けた支援強化を求める件 

 

 

令和８年熊本地震では、厳しい暑さの中、多くの被災者が避難生活を余儀なくされ、暑

さ対策や衛生環境、プライバシーの確保など、避難所の生活環境の重要性が改めて認識さ

れた。 

避難所は、被災者の命と健康を守る重要な生活基盤であり、災害関連死を防ぐ観点から

も、その環境改善は喫緊の課題である。 

本市においても、避難所となる市立学校体育館への空調設備の整備を進めるとともに、

携帯トイレの追加備蓄やマンホールトイレの整備など、避難所の生活環境の改善に取り組

んでいる。 

国においては、避難所等となる公立小中学校の体育館等について、空調設備の設置率を

令和 17 年度までに 100％とする目標を掲げていたが、令和８年熊本地震における避難所

の状況等を踏まえ、その達成時期を令和 13 年度までに４年前倒しする方針を示してい

る。この目標を確実に達成し、全国の避難所の生活環境を向上させるためには、地方公共

団体に対する十分かつ継続的な支援が必要である。 

よって、国会及び政府におかれては、災害時における避難所の良好な生活環境を確保す

るため、次の事項について必要な措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 避難所となる公立小中学校の体育館等への空調設備について、令和 13 年度までに

設置率を 100％とする目標を確実に達成できるよう、必要な予算を十分かつ継続的に

確保するとともに、併せて行う必要のある断熱改修、電源設備及び災害時の非常用電

源等の確保並びに空調機能の確保に必要なバックアップ体制の強化に対する財政支援

を拡充すること。 

２ 災害時におけるトイレ、キッチン、簡易ベッド、間仕切り、非常用電源その他の避

難所の生活環境の改善に必要な設備、資機材及び備蓄物資について、地方公共団体が

地域の実情に応じて計画的に整備できるよう、既存の財政支援制度を一層拡充するこ

と。 

３ 資機材価格及び人件費の上昇を補助対象経費、補助基準額及び上限額等に適切に反

映するとともに、補助率の引上げその他の措置により地方公共団体の財政負担を軽減

し、避難所の生活環境の整備を計画的かつ着実に進められる制度とすること。 

 



以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和８年 10 月８日 

 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣 

内閣官房長官 

内閣府特命担当大臣（防災） 

国土強靭化担当大臣 様 

 

仙台市議会議長  野 田  譲 

 


